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平成２１年度当初予算主な事業（障がい福祉課分）

（一般会計） （単位　千円）

課　名 事　業　名
事 業 費

事　業　の　概　要
財源内訳

介護給付費等関連事業

障がい福祉サービス等の利
用者負担軽減

53,995 障害者自立支援法の施行に伴う経済的負担
の軽減を図るため，利用者負担額を2割軽減
し，さらに市民税非課税対象者は3割軽減す
る。（平成21年度継続）

53,995

介護給付等事業 6,009,644 障がい者の日常生活を支援するために必要な
介護サービスを提供し,地域での自立した生活
の推進を図る。
　　　　                 　　　           （千円）
〇居宅介護                          802,745
〇短期入所    　                    111,977
〇生活介護                          843,103
〇就労継続・就労移行支援     703,780
〇施設入所支援    　　     　 2,421,317
〇共同生活介護･援助　         168,100
〇療養介護　　              　       88,614
〇移動支援・日中一時支援・生活サポート
                                          286,827
○障がい児施設入所支援　　　569,127
○障がい児デイサービス   　       9,198
○その他事業       　　　　　　   　4,856

2,928,920

1,347,945

118,567

1,614,212

利用者負担の軽減措置
障がい福祉サービスの報酬
改定

（介護給付等事業に含む）

254,107 特別対策等による利用者負担軽減を適用する
ために必要な「資産要件」を撤廃する。
障がい福祉サービスの報酬単価改定を行う。
（全体平均５.１％増）

（再掲）

123,595

61,705

5,474

63,333

障がい者施設重度者支援
事業補助金

25,153 重度障がい者の利用人数に応じ,通所・入所施
設の事業者に対して運営費を補助する。

25,153

在宅生活支援事業

人工透析患者通院費助成
事業
【新規】

21,000 人工透析患者に対し,通院に要する交通費の
一部を助成することにより，在宅での安心したく
らしの確保を図る。
　福祉タクシー券　　 540円×24枚＝12,960円
　自動車燃料費又はバス代　　 　 　 12,960円

21,000

発達障がい者支援体制整
備事業
【拡充】

24,217 発達障がい者の支援体制を強化するため，新
たに発達障がい者支援センターを設置する。

11,751

12,466



平成２１年度当初予算主な事業（障がい福祉課分）

（一般会計） （単位　千円）

課　名 事　業　名
事 業 費

事　業　の　概　要
財源内訳
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障がい者相談支援事業

身体・知的障がい者
更生相談所による相談・支
援

2,484 身体・知的障がい者更生相談所において，障
がい者への専門的な相談及び支援を進める。

2,484

障がい者相談支援事業
【拡充】

42,520 障がい者などからの相談と必要な支援をつな
いでいく体制の充実を図ることにより，誰もが安
心して生活できる環境づくりを進める。
〇全区に相談支援事業者を設置
　　5区　→　８区
　（新規設置： 東区，江南区，南区）

2,513

1,256

38,751

就労支援事業

障がい者就業能力向上支
援事業

12,868 障がい者就労支援機関との連携を行い，学齢
期から就労期までの連続的・横断的な就業へ
の支援体制を確立するとともに，障がい者のIT
（情報技術）の習得を支援することで在宅就業
と社会参加の促進を図る。

○障がい者職業能力開発プロモート事業
○障がい者ＩＴサポート事業

7,868

5,000

地域活動支援センター事
業及び障がい者小規模施
設補助金

394,948 障がい者の自立と社会参加を推進するため，
創作的活動や生産活動の機会の提供および
社会との交流の促進等の事業を実施する。
〇地域活動支援センター
　・継続     　   　　 　　　　　　　 21施設
　・新規・作業所から移行予定    5施設
〇小規模施設
　・継続　　　　　　　　　            　4施設

19,754

9,877

365,317

こころの健康づくりの推進

自殺総合対策事業
【拡充】

3,975 自殺対策基本法に基づき，社会的な取組みに
より自殺対策を総合的に推進し，自殺の防止
を図る。
〇自殺対策協議会の開催
〇啓発事業 講演会 充実

3,975

こころの健康センターによる
相談・支援事業の拡充

11,334 こころの健康センターにおいて,こころの健康相
談や各種講座の開催，調査研究など，精神保
健福祉に関する専門機関として心の健康づくり
を進める。

314

129

36

10,855



障がい福祉課
（単位：千円）

施策名 予算額 事業概要

心の健康づくりの推
進

17,260 ○こころの健康センターによる相談・支援：11,334
○こころの健康推進事業：1,951
　 うつ・ストレス相談
○[拡充]自殺総合対策事業：3,975

精神科救急医療体制
の整備促進

4,614 ○精神科救急医療システム事業

障がいのあるこども
への支援

29,822 ○障がい児放課後支援事業
　 特別支援学校等の放課後に障がい児の健全育成を図る
　　・実施施設　市立養護学校，新潟大学付属特別支援学校，
　　　　　　　　県立新潟養護学校，豊栄福祉交流センター

地域生活の支援 7,774,610 ○相談支援体制の充実
　 [拡充]障がい者相談支援事業：42,520
　 身体・知的障がい者更生相談所による相談・支援：2,484
　 サービス利用計画作成：2,305
　 障がい者相談員設置事業：2,546
　 精神保健福祉対策費：1,304
　 発達障がい者支援体制の整備：24,217
　　・[新規]発達障がい者支援センターの設置・運営

○在宅サービスの充実
　 居宅介護：802,745
　 短期入所：111,977
　 生活介護：843,103
　 共同生活介護・共同生活援助：168,100
　 移動支援・日中一時支援・生活サポート：286,827
　 訪問入浴サービス：43,275
　 補装具費の支給：192,944
　 日常生活用具の給付：141,032
　 障がい者紙おむつ支給事業：15,073
　 身体障がい者福祉電話設置：1,660
　 あんしん連絡システム事業：2,188
　 重症心身障がい児（者）通園事業：16,243

　○経済的な支援
　 特別障害者手当等：520,669
　 心身障害者扶養共済事業
　　・運営事業費：85,410
　　・減免後の掛金の1/2を助成：5,300
　 在宅重度重複障がい者介護見舞金：7,660
　 自動車燃料費・タクシー料金の助成：314,389
　 [新規]人工透析患者通院費助成：21,000
　 自動車改造費の助成：9,414
　 自動車運転免許取得費用の助成：1,700
　 障がい者等施設通所費の助成：25,143

平成２１年度当初予算における施策体系別主な事業

１　心豊かに健康でいきいきすごす
　(1)　自ら進める健康づくり

　(2)　救急体制の強化

２　こどもたちの健やかな育ちの支援
　(1)　子育て支援の充実と連携

３　障がいのある人の自立支援
　(1)　地域生活の支援体制の充実



障がい福祉課
（単位：千円）

施策名 予算額 事業概要

平成２１年度当初予算における施策体系別主な事業

地域生活の支援  [拡充]利用者負担の軽減措置：17,237
　　・特別対策等による利用者負担の軽減措置を適用するために必要な
　　　「資産要件」の撤廃
　　・対象事業：障がい福祉サービス，
　　　地域生活支援事業（利用者定率負担）
　 [拡充]障がい福祉サービスの報酬改定：236,870
　　　（報酬単価 5.1％増）
　 障がい福祉サービス等の利用者負担軽減：53,995
　　・利用者負担額を国基準額の2割軽減とし，低所得者は，
　　　国基準額の3割軽減とする。
　　・対象事業：障がい福祉サービス，補装具費支給，
　　　地域生活支援事業（利用者定率負担）

○サービス基盤の充実
　 障がい者施設重度者支援事業補助金：25,153
　 精神障害者地域生活支援施設運営費の助成：7,477
　 精神障害者社会復帰施設運営費補助：193,350
　 精神障害者通所授産施設運営費補助：8,095
   施設入所支援：153,802
   身体障がい者施設入所支援：468,878
   知的障がい者施設入所支援：1,798,637
   障がい児施設入所支援：569,127
　 更生訓練費等給付：2,551

○地域生活を支える人づくり
　 老人精神保健福祉相談事業：111

○スポーツ・文化活動の振興及び余暇活動の支援
　 全国障害者スポーツ大会関連事業費：24,752
　 障がい者スポーツ全国大会参加激励金支給：305
　 障がい者福祉センター事業：32,421

○情報提供・コミュニケーション支援の充実
   障がい者のコミュニケーション支援
　　・手話及び要約筆記奉仕員の派遣：13,784
　　・手話通訳者設置事業：9,807
　 点訳等の推進事業：1,360
　 点字・声の広報：7,652（広報課）
　 手話通訳付広報テレビ番組：357（広報課）

○権利擁護の推進
   [拡充]障がい者相談支援事業（再掲）：42,520

○[拡充]第９回全国障害者スポーツ大会開催事業
　 新潟市開催競技運営事務費：8,000（国体競技課）
　　・新潟市内開催正式競技７競技の開催，開催準備
　　　リハーサル大会　５月２３日，２４日
　　　本大会　　　　  １０月１０日～１２日
　　　正式競技　陸上競技，卓球（サウンドテーブルテニス含む），
　　　　　　　　ボウリング，バスケットボール，
　　　　　　　　車椅子バスケットボール，
　　　　　　　　ソフトボール，フットベースボール
　 大会運営経費等負担金：407,141（国体競技課）
　　・トキめき新潟国体・トキめき新潟大会実行委員会へ運営費補助金
　　・競技役員養成等に係る事業費の負担金
　　・実行委員会採用職員新潟市負担分人件費



障がい福祉課
（単位：千円）

施策名 予算額 事業概要

平成２１年度当初予算における施策体系別主な事業

保健・医療の充実 2,970,131 ○障がいの予防と早期発見・早期対応
   車いす身体障がい者健康診査：1,859

○医療及びリハビリテーションの充実
   療養介護：88,614
   重度心身障がい者医療費助成：1,423,691
　 自立支援医療（更生医療）費の支給：691,538
　 自立支援医療（精神通院医療）費の支給：683,587
　 精神障がい者入院医療費助成：65,830

○精神保健と医療施策の推進
　 精神医療事業：15,012

雇用促進と就労支援 1,119,197 ○雇用促進と一般就労の支援
　 障がい者就業能力向上支援事業
　　　・障がい者職業能力開発プロモート事業：7,868
　　　・障がい者ITサポートセンター事業：5,000
　 就労移行支援・就労継続支援給付：703,780
   精神障がい者社会適応訓練事業：1,662

○福祉的就労の支援
   まちなかほっとショップ運営費助成：1,986
　 地域活動支援センター事業：343,250
　 障がい者小規模作業所補助金：51,698
　 障がい者への簡易作業委託：500
○就労支援事業
　 障がい者雇用促進奨励事業：3,453（商工労働課）

療育・教育の充実 48,587 ○特別支援教育サポートネットワーク事業：18,765（学校支援課）
　 特別支援教育サポートセンターの運営
　　・相談・研修等への支援
　　・専門家チームによる相談体制の確立
　 特別支援教育コーディネーター養成研修
○障がい児放課後支援事業（再掲）：29,822
   特別支援学校等の放課後に障がい児の健全育成を図る

快適な生活環境の整
備

132,076 ○住宅環境の整備
   障がい者向け住宅リフォーム資金助成：27,784
　　・助成限度額100万円　複数回利用可能
   障がい者住宅整備資金貸付：94,022
　　・貸付利率1.8％　貸付限度額410万円

○安心・安全なまちづくりの推進
   福祉のまちづくり推進事業：1,100
○人にやさしい歩道整備事業：9,170（土木総務課）

啓発・広報活動の推
進

3,051 ○障がいと障がい者に対する理解の普及
   福祉のまちづくり推進事業（再掲）：1,100
   こころの健康推進事業（再掲）：1,951

　(2)　自立支援と教育の充実

　(3)　ノーマライゼーション社会の実現


